
７ 地域移行支援・地域定着支援
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施設・病院 地 域

地域定着支援
常時の連絡体制の確保等

地域移行支援
同行支援・入居支援等

退
院
・退
所
希
望
者

計画相談支援（指定特定相談支援事業者）

地域相談支援（指定一般相談支援事業者）

・モニタリング

・サービス等
利用計画の作
成・見直し

・モニタリング

・サービス等
利用計画の
見直し

モニタ
リング

モニタ
リング

モニタ
リング

・・・

施設入所者及び入院患者の地域移行に係る支援のイメージ

○ 施設入所者は、一定期間ごとのモニタリングを通じて、地域移行支援に繋げる。

○ 精神科病院からの退院にあたって支援を要する者については、本人や精神科病院から市町村や相談支
援事業者に連絡し、地域移行支援に繋げる。

 ※ 入所施設や精神科病院における地域移行の取組と連携しつつ実施。

モニタ
リング
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８ 基幹相談支援センター等
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   基幹相談支援センターは、地域の相談支援の拠点として総合的な相談業務（身体障害・知的障害・
精神障害）及び成年後見制度利用支援事業を実施し、地域の実情に応じて以下の業務を行う。

※ 平成２４年度予算において、地域生活支援事業費補助金により、基幹相談支援センターの機能強化を図るための、①専門的職員の配置、②地
域 移行・地域定着の取組、③地域の相談支援体制の強化の取組に係る事業費について、国庫補助対象とした。

   また、社会福祉施設等施設整備費補助金等により、施設整備費について国庫補助対象とした。

基幹相談支援センターの役割のイメージ

相談支援専門員、社会福祉士、

精神保健福祉士、保健師等

総合相談・専門相談

地域移行・地域定着権利擁護・虐待防止

地域の相談支援体制の強化の取組

・成年後見制度利用支援事業

・虐待防止
※ 市町村障害者虐待防止センター（通報受理、

 相談等）を兼ねることができる。

障害の種別や各種ニーズに対応する

・ 総合的な相談支援（３障害対応）の実施

・ 専門的な相談支援の実施

・入所施設や精神科病院への働きかけ

・地域の体制整備に係るコーディネート

運営委託等

相談支援事業者

相談支援事業者

相談支援事業者

児童発達支援センター
（相談支援事業者）

基幹相談支援センター

協 議 会

・相談支援事業者への専門的指導、助言

・相談支援事業者の人材育成

・相談機関との連携強化の取組

【設置市町村数】
全 国：778 （R2年度）
兵庫県： 31 (R3.4) 70
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障害者の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据え、居住支援のための機能（相談、体験の機会・場、緊
急時の受け入れ・対応、専門性、地域の体制づくり）を、地域の実情に応じた創意工夫により整備し、
障害者の生活を地域全体で支えるサービス提供体制を構築。

●地域生活支援拠点等の整備手法（イメージ）※あくまで参考例であり、これにとらわれず地域の実情に応じた整備を行うものとする。

各地域のニーズ、既存のサービスの整備状況など各地域の個別の状況に応じ、協議会等を活用して検討。

多機能拠点整備型 面的整備型

体験の機会・場

緊急時の受け入れ

相談

地域生活支援拠点等の整備について

グループホーム
障害者支援施設

基幹相談支援センター 等

専門性
地域の体制づくり

障害福祉サービス・在宅医療等

必要に応じて連携

相談

緊急時の受け入れ

グループホーム
障害者支援施設

基幹相談支援センター

短期入所

相談支援事業所

日中活動サービス
事業所

地域の体制づくり

専門性

コーディネーター

体験の機会・場
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○ 拠点等は、障害者等の重度化・高齢化や「親亡き後」に備えるとともに、地域移行を進めるため、重度障害にも対
応できる専門性を有し、地域生活において、障害者等やその家族の緊急事態に対応を図るもので、具体的に２つの
目的を持つ。

○ 地域生活支援拠点等の整備促進を図るため、目的、必要な機能等、市町村・都道府県の責務と役割を
周知・徹底する。

（１）緊急時の迅速・確実な相談支援の実施・短期入所等の活用
⇒ 地域における生活の安心感を担保する機能を備える。

（２）体験の機会の提供を通じて、施設や親元からＧＨ、一人暮らし等への生活の場の移行をしやすくする支援を
提供する体制を整備
⇒ 障害者等の地域での生活を支援する。

趣旨

地域生活支援拠点等の整備促進について（通知）【概要】

平成２９年７月７日

１ 目的

○ 拠点等の機能強化を図るため、５つの機能を集約し、ＧＨや障害者支援等に付加した「多機能拠点整備型」、また、
地域における複数の機関が分担して機能を担う体制の「面的整備型」等、地域の実情に応じた整備を行う。（例：「多
機能拠点整備型」＋「面的整備型」）

（１）必要な機能
⇒ ①相談 ②緊急時の受け入れ・対応 ③体験の機会・場 ④専門的人材の確保・養成 ⑤地域の体制づくり

※ 原則、５つの機能全てを備えることとするが、地域の実情を踏まえ、必要な機能やその機能の内容の充足の程度
については、市町村が判断する。

２ 必要な機能等
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地域生活支援拠点等の整備

相談支援事業所
（基幹相談支援センター等）

短期入所等
障害福祉サービス
事業所（就労等）

GH/障害者支援施設

③緊急時の受入
・対応

①常時の相談支援

②体験機会・場の提供

【居住支援】

④専門的人材の
養成・確保

⑤地域の体制
づくり

※上記は面的整備型で、これ
とは別にグループホームや
障害者支援施設を拠点に置
き、地域支援機能（①～⑤）
を整備する方法もある。

市町

①居住支援機能
②地域支援機能
 ⒜ 相談支援

  地域移行・定着支援による常時連絡体制等
 ⒝ 体験機会・場の提供

障害福祉サービスやGHの体験利用等
 ⒞ 緊急時の受入・対応

短期入所等での受入や医療機関への連絡等
 ⒟ 専門的人材の確保・養成

  医療的ケアや高齢障害者等への対応等
 ⒠ 地域の体制づくり

ニーズに即したサービス提供や体制整備等

地域生活支援拠点に最低限必要な機能

整備に係る財政的支援

①27年度報酬改定メニュー
特定事業所加算（相談）、体験利用加算（日中
活動等）、緊急短期入所体制確保加算 等

②地域生活支援事業メニュー
基幹相談支援センター等機能強化、協議会に
おける地域資源の開発・利用促進等の支援

【地域支援】

自宅・一人暮らし
（住宅入居等支援事業等）
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全国（1,741市町村） 本県（41市町） 備考

整備済(H30.4現在) 89市町村 ８市町

整備済(R4.4.1現在) 1048市町村 27市町 洲本市、南あわじ市、淡路市は圏域で整備
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９ 地域生活支援事業等の概要



地域生活支援事業等について

○ 地域生活支援事業（障害者総合支援法第77条・第77条の2・第78条）
【事業の性格】

 (1) 事業の実施主体である市町村等が、地域の特性や利用者の状況に応じて柔軟に実施することにより、効果的・

効率的な事業実施が可能である事業

［地域の特性］ 地理的条件や社会資源の状況

［柔軟な形態］ ①委託契約、広域連合等の活用、②突発的なニーズに臨機応変に対応が可能、

③個別給付では対応できない複数の利用者への対応が可能

 (2) 地方分権の観点から、地方が自主的に取り組む事業（事業の実施内容は地方が決定）

 (3) 生活ニーズに応じて個別給付と組み合わせて利用することも可能。

【補助率】 ※統合補助金

市町村事業  ：国１／２以内、都道府県１／４以内で補助

都道府県事業：国１／２以内で補助

○ 地域生活支援促進事業
 発達障害者支援、障害者虐待防止対策、障害者就労支援、障害者の芸術文化活動の促進等、国として促進すべき事

業について、特別枠に位置づけ、５割又は定額の補助を確保し、質の高い事業実施を図る。

【補助率】

国１／２又は定額（10/10相当） 81

障害者及び障害児が基本的人権を享有する個人としての尊厳にふさわしい日常生活又は社会生活を営むことができ

るよう、地域の特性や利用者の状況に応じ、実施主体である市町村等が柔軟な形態により事業を計画的に実施する地

域生活支援事業に加え、平成29年度より政策的な課題に対応するための地域生活支援促進事業を実施。



自立支援給付と地域生活支援事業等の比較

82

○自立支援給付は、個別支援計画に基づき、全国一律の基準により、利用者本人に対してサービスを提供
○地域生活支援事業は、地域の実情や利用者の状況に応じて、自治体が柔軟な形態で事業を実施し、利用者も柔

軟な利用が可能

【介護給付】

・居宅介護
・重度訪問介護
・⾏動援護
・療養介護 等

自立支援給付

○国による⼀律の基準
・国により一定の標準的なサービス水準を設定
○障害支援区分
・介護を提供するサービスは市町村がサービスの種類や量を決

定する判断材料
・介護を提供するサービスは障害支援区分が一定以上のものを

対象
○利⽤者負担
・利⽤者負担は原則として応能負担

※所得に応じたきめ細かな軽減措置あり
○国の義務的経費と位置づけ

【訓練等給付】

・⾃⽴訓練（機能・生活訓練）
・就労移⾏⽀援
・就労継続支援 等

主な特徴

地域生活支援事業等

・身体障害者福祉センター
・地域活動支援センター
・福祉ホーム

・相談支援
・意思疎通支援
・日常生活用具
・移動支援 等

主な特徴

○自治体による個別の基準
・自治体により、個別の障害者の状況、地域の実情に応じて
サービス水準を設定

○障害支援区分
・障害⽀援区分は判断材料としない
○利⽤者負担
・利⽤者負担を求めるか否かを含めて⾦額は⾃治体の裁量
○国の裁量的経費と位置づけ

自
由
度

小

大



都道府県が行う相談支援関係事業

•発達障害者支援センター運営事業（発達障害児者への支援）

•高次脳機能障害支援普及事業（高次脳機能障害者等への支援）

•障害児等療育支援事業
（在宅の重症心身障害児者、知的障害児者、身体障害児への療育指導）

•障害者就業・生活支援センター事業（雇用促進及び職業安定化）

専門性の高い
相談支援事業

•都道府県相談支援体制整備事業
（相談支援ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰを配置し、地域のﾈｯﾄﾜｰｸ構築に向けた指導・調整等）

•都道府県地域自立支援協議会
（相談支援体制の構築、専門的分野における支援方策の情報共有・普及）

相談支援体制
整備事業

•障害支援区分認定調査員等研修事業   
（障害支援区分認定調査員等の資質向上）

•ｻｰﾋﾞｽ管理責任者研修事業（ｻｰﾋﾞｽ管理責任者等の養成）

•居宅介護従業者等養成研修事業（居宅介護従業者等の養成）

•手話通訳者養成研修事業（手話通訳者の養成）

•盲ろう者通訳・介助員養成研修事業（盲ろう者通訳・介助員の養成）

•身体障害者・知的障害者相談員活動強化事業(相談対応能力の向上)

•音声機能障害者発声訓練指導者養成事業(発声訓練を行う指導者の養成)

•その他ｻｰﾋﾞｽ・相談支援者、指導者養成事業(ｻｰﾋﾞｽ提供者の資質向上)

ｻｰﾋﾞｽ･相談支援者、
指導者育成事業
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県が実施する相談支援従事者等研修のイメージ

活かせる

できる

知る

「兵庫県における相談支援従事者人材育成に関する提言書」（平成27年3月 兵庫県相談支援ネットワーク）を参考に作成。

基礎研修
初任者研修の受講要件として最低限必要となる
相談支援専門員の理念・倫理を理解し、面接援
助に必要な基礎スキルを身につける。

相談支援の基本的な知識や技術を習得し
専門性を身につける

実践のなかでも困難事例に対応する専門
性や次世代の人材育成を担う力量を身に
つける

習得した基本的な価値・知識・技術を実
践に移す専門性を身につける

フォローアップ研修

障害者ケアマネジメント、就労アセスメント等、
テーマ別に高度な専門知識・技術を身につける。

初任者研修を受講し、計画相談業務に携わる人が、
日頃の業務を振り返るとともに、地域・他職種と
の連携・協働による地域生活支援を進める上で必
要な専門性を身につける。

84

リーダー研修
現任研修を受講し、計画相談業務の実務経験が一
定ある人が、現場リーダーとしてチーム運営を担
う上で必要な知識・技術を身につける。

専門コース別研修

障害者虐待防止法・障害者差別解消法の施
行、障害者総合支援法の改正等、障害者を取
り巻く環境が大きく変化する中、障害者に対
する相談支援事業の重要性がますます増加。

県では、必要な指導的人材の養成や能力向
上に向けた研修を体系的に実施。

相談支援従事者初任者研修
（法定研修）

主任相談支援専門員研修
（法定研修）

相談支援従事者現任研修
（法定研修）



市町村が行う地域生活支援事業①

•障害者相談支援事業

•基幹相談支援センターの設置

地域の相談支援の拠点として総合的な相談業務（身体障害・知的障害・精神障害）及

び成年後見制度利用支援事業を実施

相談支援事業

日常生活用具
給付等事業

個別支援機能 地域支援機能

○福祉サービスの利用援助（情報提供、相談等）
・調整困難事例への支援
・潜在的ニーズへの働きかけ
○社会生活力を高めるための支援
○ピアカウンセリング
○権利擁護のために必要な援助
○専門機関の紹介

○社会資源を活用するための支援（各種支援
施策に関する助言・指導）
・協議会機能を活用した地域課題解決

日常生活用具（日常生活用具給付等事業）

位置づけ 障害者総合支援法に基づく地域生活支援事業（市町村の必須事業）

概要 障害者等の日常生活がより円滑に行われるための用具を給付又は貸与

給付対象

種目

厚生労働省告示により用具の要件、用途並びに形状を規定

介護・訓練支援用具、自立生活支援用具、在宅療養等支援用具、情報・意思疎通支援用具、
排泄管理支援用具、居宅生活動作補助用具（※具体的な種目は、市町村が決定）

給付基準額 市町村が決定

給付対象者
身体障害者（児）、知的障害者（児）、精神障害者、難病患者等であって、当該用具を必

要と市町村が決定する者

利用者負担 市町村が決定

財 源 国庫補助 ＜裁量的経費＞（国１／２以内、都道府県１／４以内）
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市町村が行う地域生活支援事業②

•聴覚、言語機能、音声機能、視覚その他の障害のため、意思疎通を図る
ことに支障がある障害者・児を対象に、意思疎通を仲介する手話通訳者等
を派遣。（手話通訳者：手話通訳士、手話通訳者、手話奉仕員 要約筆記者：要約筆記奉仕員）

コミュニケーション
支援事業

障害種別
意思疎通支援の方法

地域生活支援事業 障害福祉サービス 補助事業など

視覚障害

・代筆者、代読者の養成・派遣
・点訳・朗読奉仕員の養成・派遣
・点字ディスプレイ、拡大読書器、
デイジー図書､大活字図書など日
常生活用具の給付

・移動支援事業
・補助犬（盲導犬）の育成

・居宅介護：家事援助の中で代読・代筆を実施
・同行援護：移動に必要な情報の提供（代読・代筆を
含む）

・生活介護：視覚・聴覚言語障害者支援体制加算あり
・自立訓練（機能訓練）：歩行訓練、点字読み書き等
の訓練加算あり

・就労移行支援（養成施設）：あんまマッサージ指圧
師、はり師、きゅう師免許取得のための教育・実習
加算あり

・盲人安全つえ、眼鏡など補
装具の給付

・視覚障害者情報提供施設
（点字図書館）の運営
・視覚障害者用図書事業の実
施（日本点字図書館、日本
ライトハウス､日本盲人会連
合が受託）

・視覚障害者用図書情報ネッ
トワーク「サピエ」の運営

聴覚障害

・手話通訳者、要約筆記者等の養
成・派遣

・ファクス、情報受信装置など日
常生活用具の給付

・字幕入り映像ライブラリー事業
の実施

・補助犬（聴導犬）の育成

・居宅介護（家事援助）：ヘルパー研修において障害
特性ごとのコミュニケーション研修を受講（ヘル
パーに手話等の技術が求められる場合がある。）

・生活介護：視覚・聴覚言語障害者支援体制加算あり

・補聴器など補装具の給付
・聴覚障害者情報提供施設の
運営

・手話通訳者現任研修の実施
（全国手話研修センターが
受託）

盲ろう

・盲ろう者向け通訳・介助員の養
成・派遣

・点字ディスプレイなど日常生活
用具の給付

・居宅介護、生活介護、自立訓練、同行援護などが利
用可能であるが、事業者に盲ろう者に対応したコ
ミュニケーション技術を習得している従事者が少な
いため、利用は低調

・盲ろう者向け生活訓練等事
業の実施（上欄の視覚障害
者向け、聴覚障害者向けの
事業の利用も可能）

失語症

・会話支援者の養成及び派遣（我
孫子市の「失語症会話パート
ナー事業」等、実施例あり）

・多くは身体障害を伴うため、居宅介護、生活介護、
共同生活援助など各種サービスの利用が可能（言語
障害の場合、右片の麻痺という特性があるため、ﾍﾙ
ﾊﾟｰ等支援者は意思疎通を図るための技術が必要）

ＡＬＳ等
(構音障害＋
運動障害)

・入院時、ヘルパー派遣によるコ
ミュニケーション支援を実施

・居宅介護、重度訪問介護、生活介護などのサービス
が利用可能であり、意思疎通の支援はサービス提供
の一環として実施

・重度意思伝達装置など補装
具の給付

現行の意思疎通支援は主に地域生活支援事業において実施されており、視覚障害、聴覚障害、盲ろう者を対象としている。



市町村が行う地域生活支援事業③

移動
支援
事業

市町村

障害者

利用申請

支給等の決定

外出したい！

利用契約

事業者

事業実施要綱等の制定

移動支援の必要性の判断

ガイドヘルパー雇用契約

ガイドヘルパーによる社会参加の支援視覚障害者、全身性障害者、
知的障害者、精神障害者

87

区分 実施方法

個別給付（同行援護、行
動援護、重度訪問介護）

個別支援 － －

地域生活支援事業

個別支援
・個別的支援が必要な者に対す

るマンツーマンによる支援

グループ支援
・複数の障害者等への同時支援・屋外で

のグループワーク、同一目的地・同一イ
ベントへの複数人同時参加の際の支援

車両移送
・福祉バス等車両の巡回による送迎支援
・駅等の経路を定めた 運行、各種行事の

参加の ための運行等

移動支援事業の対象者

技能の証明（資格等）

従業者としての約束（守秘義務等）

障害者の移動を支援する福祉サービス

移動支援 居宅介護 重度訪問介護 同行援護 行動援護

目
的

社会生活上必要不可欠な外出、
社会参加のための外出

病院への通院等のための移動介助又は官公署で
の公的手続若しくは障害者総合支援法に基づく
サービスを受けるための相談に係る移動介助

社会生活上必要不可欠な外出、社会参加のための外出
※ 「通勤、営業活動等の経済活動に係る外出、通年かつ長期にわたる

外出及び社会通念上適当でない外出」を除く

費用の請求

費用の支払い



88

市町村が行う地域生活支援事業④

•認知症、知的障害、精神障害などにより物事を判断する能力が十分でない方
について、本人の権利を守る援助者（「成年後見人」等）を選ぶことで、本人
を法律的に支援する制度。

成年後見制度

後 見 保 佐 補 助

対象者
判断能力が欠けているのが通常の
状態の方

判断能力が著しく不十分な方 判断能力が不十分な方

申立てをすることができる人 本人、配偶者、四親等内の親族、検察官、市町村長等

成年後見人等の同意が必要な
行為

－
民法13条1項所定の行為
（※2･3･4）

申立ての範囲内で家庭裁判所が審
判で定める「特定の法律行為」(民

法13条1項所定の行為の一部)（※1･2･4）

取消しが可能な行為 日常生活に関する行為以外の行為 同上 同上（※2･4）

成年後見人等に与えられてい
る代理権の範囲

財産に関する全ての法律行為
申立ての範囲内で家庭裁判所
が審判で定める「特定の法律
行為」（※1）

同左（※1）

制度を利用した場合の資格等
の制限

医師、税理士等の資格や会社役員、公務員等の地位を失う等 －

【法定後見制度】
家庭裁判所に審判の申立てを行い、家庭裁判所によって、

援助者として成年後見人等が選ばれる制度。本人の判断能力に応じて、後見、保佐、補助の３つの類型がある。

※1 本人以外の申立てにより、保佐人に代理権を与える審判をする場合、本人の同意が必要。
補助開始の審判や補助人に同意権・代理権を与える審判をする場合も同じ。

※2 民法13条1項では、借金、訴訟行為、相続の承認・放棄、新築・改築・増築等の行為。
※3 家庭裁判所の審判により、民法13条1項所定の行為以外についても、同意権・取消権の範囲とすることが可能。
※4 日用品の購入等、日常生活に関する行為を除く。

成年後見制度の利用に要する費用のうち、成年後見制度の
申し立てに要する経費（登記手数料、鑑定費用等）及び後見
人等の報酬等の全部又は一部を補助。

○ 法人後見実施団体、法人後見の実施を予定している団体等への研修
○ 法人後見の活動等のための地域の実態把握や法人後見推進のための
検討会等の実施

○ 弁護士、司法書士、社会福祉士等の専門職により、法人後見団体が
困難事例等に円滑に対応できるための支援体制の構築

○ その他、法人後見を行う事業所の立ち上げ支援等

成年後見制度利用支援事業 成年後見制度法人後見支援事業
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10 令和６年度障害福祉サービス等報酬改定
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